
１１１１　　　　総括総括総括総括
人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

1 職員手当には退職手当を含まない。

2 職員数は、平成２２年４月１日現在の人数である。

3 類似団体とは、人口規模、産業構造が類似している団体である。

特記事項特記事項特記事項特記事項

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

1

　　　　　　 2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

地域手当補正後ラスパイレス指数 (平成２３年４月１日現在）

H２３．４．１ 現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したもの 　

平成22年度

（（（（１１１１））））

（（（（２２２２））））

（（（（３３３３））））

（（（（４４４４））））

平成22年度

（注）

区　分

区　分

　　　　　千円

給与費 　B/A

1,434,705

　　計　　Ｂ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

人　

65,932

期末・勤勉手当

21,601,993

職員数

　　　　　千円

給　 料 職員手当

493 338,6851,646,299

人

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

人件費率

人 件 費

　　　　　　Ｂ

人 件 費 率実 質 収 支

Ｂ／Ａ

（参考）平成21年度の歳 出 額

　　　　　　Ａ

「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較す
るため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数である。

愛西市の給与・定員管理等について

3,730,799

　　　　　　　千円 　　　　　千円

　（平成22年度末）

5,254

91.5

ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。（注）

【参考】

（注）

※

千円千円千円

2,590,148605,164

千円

平均一人当たり給与費

千円

5,959

　　　　　　％

17.8

（参考）類似団体の一人当たり

17.3

　　　　　　％

（H18）
96.6

（H23）
98.8 （H23）

97.7

（H18）
87.7

（H18）
97.4

（H22）
97.7

（H22）
91.2

（H22）
98.8

（H23）
91.5

82.0

84.0

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

愛西市 全国市平均 類似団体平均
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２２２２　　　　一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））
（単位：円）

３３３３　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況
職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　　　　①①①① 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職

円 円 円

円 円

円 円 円

円 円 円

②②②② 技能労務職技能労務職技能労務職技能労務職

1
2

3
4

5

職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

（注）

（（（（２２２２））））

民　間

調理士（愛知県）

用務員（全国）

―

53.8歳

390,336円

―

― ―

「公務員」の「平均給料月額」とは、平成２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
「公務員」の「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など
すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。（期末
勤勉手当は除く）
　 また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には通勤手当、時間外勤務手当、特殊勤務手当
等の手当が含まれていないことから、比較するために国家公務員と同じベースで再計算したものである。

年収ベースの｢公務員(C)｣及び｢民間(D)｣のデータは､それぞれ平均給与月額を１２倍したものに､公務員においては前
年度に支給された期末･勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

民間データは､賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。(平成２０～２２年度の３ヶ年平均)

351,421円

313,183円 347,693円 ―

―

―

―

国

172,200

技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり､年齢､業務内容､雇用形態等の点において完全に一致しているもの
ではない。

うち学校給食員

うち用務員

うちその他

類似団体

Ｃ／Ｄ
民間
(D)

公務員
(Ｃ)

48.9歳 46人

区　　分

参　　考

年収ベース(試算値)の比較

愛西市

うち学校給食員

うち用務員

うちその他

国

愛知県 470人

48.0歳 8人

188,150円

51.8歳

51.4歳

3,689人49.5歳 283,862円

1.0

52.1歳

209,700円

50.8歳

205,790円

6人

―35人 193,086円 203,286円

0.7199,700円

Ａ／Ｂ
平均給与月額

　　(B)
平均年齢

200,760円

対応する民間
の類似職種

270,900円39.6歳

―

―

405,045円

―

197,000円 ――193,800円

―

参　考

―

―

140,100 140,100146,500

愛西市 愛知県

181,300172,200

1.1

区　　分 平均
年齢

0.9

愛西市

―

3,176,600円

3,265,480円

3,142,900円

43歳2月

201,500円

448,527

公 務 員

332,547

平均給料
月　額

392,102

区　　　　　分

3,679,500円

329,465円

国

401,218

203,200円

平均給与月額
　(国ベース)

321,662円

職員数

397,723

362,919

398,069

給料月額

42歳3月 327,205

43歳7月類似団体

356,400

給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

最高号給の

345,982309,418愛西市

（（（（１１１１））））

平均年齢

43歳5月

（注）

243,700 309,200

（国ベース）

平均給与月額

289,200 320,600

５級４級

区　　分

2,943,200円

―

194,200円

193,863円

愛知県

21人

―

平均給与月額
(Ａ)

347,067

― ― ―

―

―

―

185,800 222,900

１級

給料月額
１号給の

135,600

一般行政職
高　校　卒

大　学　卒

平均給与月額平均給料月額

２級 ３級 ６級 ７級

366,200

458,400402,500390,100 424,600

261,900

―
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職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

４４４４　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況
一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

1 愛西市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

平成１８年度に８級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況

　

（注）

（（（（３３３３））））

（注）

5　級

6　級

7　級

（（（（１１１１））））

区　　分

4　級 　課長補佐、係長

87人

1　級

　主任、主事

　主事

2　級

（注）

3　級

34人

54人

（（（（２２２２））））

①勤務成績の評定の実施状況
    地方公務員法第４０条に基づき、平成２２年度から行政職給料表適用職員を対象に勤務成績の評定を実施
 している。
②昇給への勤務成績の反映状況
    行政職給料表適用職員で課長級以上の職員について、平成２３年４月の昇給から、勤務成績の評定に基づき
 昇給数を決定している。

構成比標準的な職務内容

274,550 323,667

269,060

区　　　　分

43人

243,100

174,400

―

中　学　卒

高　校　卒

―

247,700

経験年数２０年経験年数１５年

25人 9.3%

職員数

205,075

6.0%16人

―

9人

――

　次長、課長

　課長、主幹、課長補佐

　部長

　係長、主任

3.4%

12.7%

16.0%

20.1%

32.5%

技能労務職

大　学　卒

高　校　卒
一般行政職

経験年数１０年

上記の区分の職員数が３人以下の場合は、その階層に代えて近似の階層による平均である。

１級 20.2%
１級 13.4%１級 12.7%

２級 22.9%
２級 29.6%２級 32.5%

３級 24.9%
３級 22.0%

３級 20.1%

４級 10.6%４級 15.9%４級 16.0%

５級 12.6%５級 10.8%５級 9.3%

６級 4.4%６級 5.1%６級 6.0%

７級 4.4%
７級 3.2%７級 3.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成23年の構成比 １年前の構成比
（Ｈ22.4.1）

５年前の構成比
（Ｈ18.4.1）
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５５５５　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況
期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

１人当たり平均支給額（２２年度） １人当たり平均支給額（２２年度）

千円 千円

（平成２２年度支給割合） （平成２２年度支給割合） （平成２２年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％ ・役職加算　3～20％

・管理職加算　10～25% ・管理職加算　4～25%

(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　

退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2%～20%加算） （2%～20%加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　無　　　　　　　　　　）

退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２２年度に退職した職員に支給された平均額である。

地域手当地域手当地域手当地域手当（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

千円

％ 人 ％

特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

円

％

1.45

1,259
―

2.60

（（（（１１１１））））

47.50

災害出動手当

愛西市

2.60

１回　６００円

0.65

1.35

1.45

1,660

勧奨・定年・死亡

消防吏員（救急救命士）

23.50

平成２２年度に懲戒処分者への成績率反映の規定は設けたが、これ以外については運用できる基準の明確化に向
けて現在取り組み中。

59.2859.28

47.50 59.28

火災その他の災害出動

職制上の段階、職務の級等による加算措置

愛知県

2.60

30.55

国

115,381

33.50

3

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

（注）

41.34

支給実績（平成２２年度決算） 10,846

千円

消防吏員（機関員）

消防吏員

１回　６００円

診療に従事

１回　４５０円

１回　３００円

給料月額×９０％

同上

同上 １回　４５０円

救急業務出動

１回　１，０００円

同上

潜水業務

手当の名称

支給実績（平成２２年度決算）

千円

（（（（３３３３））））

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２２年度）

手当の種類（手当数）

58,318

支給率 支給対象職員数

17.4

主な支給対象職員

3

国の制度（支給率）

（（（（４４４４））））

（（（（２２２２））））

（注）

）月分

1.35

定年前早期退職特例措置

59.28

定年前早期退職特例措置

59.2859.28

【参考】

30.55

1.45 0.65

国

33.50

23.50

41.34

21,493

538

同上

１人当たり平均支給額 4,678

主な支給対象業務

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

支給対象地域

全地域

4

左記職員に対する支給単価

1.35

0.65

左記業務に従事した医師

消防吏員（機関員）

同上

医師診療手当

消防吏員（その他の隊員）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

勧奨・定年・死亡

職制上の段階、職務の級等による加算措置

108

愛　　西　　市

消防吏員（その他の隊員）

救急出動手当

同上

潜水業務手当
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時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

・ 2～ 5km　　   2,000円

・35～40km　　18,500円

内容及び支給単価

137,700円

59,500円

・40～45km　　20,900円

66,500円

79,700円

・30～35km　　16,100円

・20～25km　　11,300円

部長職

次長職

1人目（配偶者なし）：11,000円

自ら居住住宅を借り受ける場合

月額 配偶者：13,000円

配偶者以外：6,500円

特定期間の加算：5,000円

勤務１回につき 4,200円

欠員補充困難な特殊専門職(５年支給)

勤務時間6時間超の場合

平均支給年額

支給実績 支給職員１人当たり国の制度 国の制度と

との異同 異なる内容 （平成２２年度決算）

異なる

18,713 322,635

円千円

千円

円

円

779,148

― 50,210千円

千円

10,479

22,193

円

同じ

千円同じ

同じ

―

3,222

支給区分
支給額

支給区分
支給額

千円52,982

千円

248,606―

（平成２２年度決算）

62,400

154,135

150,787

・6級以下の管理職員　6,000円

・月額　2,500円(1年経過後減額支給)

欠員補充困難な医療職(35年支給)

・月額　268,500円(15年経過後減額支給)

管理職手当支給職員が、休日等に

・家賃23,000円超55,000円未満

自動車等使用者

・運賃相当額(55,000円上限)

・10～15km　　  6,500円

・25～30km　　13,700円

・55～60km　　23,600円

・50～55km　　22,700円

診療所長(医療職)　

・ 5～10km　　   4,100円

管理職手当
課長(5級)・主幹職

62,300円

臨時・緊急に勤務した場合

上記金額×1.50

・7級の管理職員　8,000円

―宿日直手当
常直的な宿日直 月額　21,000円

課長職(6級)　

・15～20km　　  8,900円

・60km～    　　24,500円

家賃額－12,000円

―

異なる

36,768

1,004

同じ 円

317

322

扶養手当

手　当　名

（（（（５５５５））））

同じ

円

3,222,000

15,446 円

交通機関等の使用常例者

上記算出額の１／２

るいは子が居住住宅を借り受ける場合

・家賃23,000円以下

住居手当

単身赴任手当支給職員で、配偶者あ

・家賃55,000円以上　27,000円

(家賃額－23,000円)×1/2+11,000円

職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）

支給実績（平成２２年度決算）

初任給調整手当

職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

（（（（６６６６））））

支給実績（平成２１年度決算）

通勤手当

・45～50km　　21,800円

 管理職特別勤務手当
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６６６６　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円
（ 円 ）

円 円
（ 円 ）

円 円
（ 円 ）

円 円
（ 円 ）

円 円
（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）
８３．７万円×在職月数×０．４５ 万円 任期毎
７６．９万円×在職月数×０．２７ 万円 任期毎

1 給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
2

７７７７　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況
部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人
人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人
人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人
1 職員数は一般職に属する職員数である。（教育長を含む。）

2 [     ]内は、条例定数の合計である。

3 「人口１万人当たり職員数」は、平成２３年４月１日の人口数（６６，５９８人［外国人含む］）で算出した数値である。

欠員の不補充

273,000

退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月） 勤めた場合における
退職手当の見込額である。

（各年４月１日現在）

円　／

円　／

295,000

円　／

837,000

給 料 月 額 等

円　／副 市 長

500,000
930,000
769,000

区 分

802,000
―

給

料

議 員

市 長

500,000

―
400,000

―
副 議 長

議 長
報

酬

期
末
手
当

副 市 長
市 長

議 員

72.07

▲ 1

▲ 14
類似団体の人口1万人当たり職員数

＜参考＞

78.49
0

公共下水道使用料徴収強化に伴う増員

＜参考＞
80.33

2.95

450,000

　　（平成２２年度支給割合）

2.95

―

議会

普
通
会
計
部
門

　　　　　　　　区　　分
　部　　門

　　（平成２２年度支給割合）

欠員の不補充

給食調理業務の民間委託化に伴う減員
体育施設の指定管理者制度導入に伴う減員

1,807.920

平成22年 平成23年
職 員 数

27

新庁舎整備に伴う増員、窓口業務増に伴う増員

94

（（（（１１１１））））

主な増減理由

37

68

107104

29

類似団体の人口1万人当たり職員数

2

民生

小　計

35

教育部門

一
般
行
政
部
門

4
総務

計

消防部門

商工

6

（注）

24
16

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門 54

548
合　　計

税務

30

水道
病院

8

小　計

その他

議 長

土木

副 議 長

（注）

副 市 長

81

下水道

494

15

311

農林水産

102

退
職
手
当

0

6

[             614 ］

24
1

▲ 13

55

0

101

17

[             614 ］

57.74

＜参考＞
事務の統廃合縮小に伴う減員

46.70

事務の統廃合縮小に伴う減員
0

14

94

2

0
衛生

備　　　　考

市 区 町 村 長

▲ 3

0311

24

▲ 13

480

8

[          0 ］

1

535

359,000

620,000

996.624

円　／

560,000

（参考）類似団体における最高／最低額
990,000

395,000

690,000

対前年
増減数

4 0

2 固定資産税のｼｽﾃﾑ化に伴う増員
3

▲ 1
▲ 1

6



年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　

職員数職員数職員数職員数のののの推移推移推移推移

1 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数である。

2 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数である。

８８８８　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況
（（（（１１１１）））） 水道事業水道事業水道事業水道事業
  　①①①① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア 決算

1 職員手当には退職給与金を含まない。

2 職員数は、平成２３年３月３１日現在の人数である。

3 （参考）の全国市町村は、政令指定都市を除く。

イ 特記事項

582

55 56 55 59

396

19年

人人

60歳56歳52歳48歳

51歳 以上
計

44歳

47歳

～

（（（（３３３３））））

～

人
55歳

～

人

～

59歳
人人 人

（（（（２２２２））））

28,060

28歳
区　分

572

（注）

20歳

未満 23歳

23

千円　

平成22年度

20歳 32歳

582

18年

330

52 61 83 32
人

千円
8

職員給与費比率

千円

教育

0
人

年度
部門別

区　　分
　　　　　　Ａ

人 人

（注）

平成22年度

区　　分
総費用

H18.4.1
職員数

一般行政

H23.4.1
職員数

職員手当

58,093

職員給与費

823

総合計

千円　

502

人

24歳
～

人人
27歳

人

40歳36歳
～

人
15980

人人 人
82

14.0

96

101
480
55

％

（単位：人・％）

40

△ 47

61
人

7,059

84

人 人

職員給与費比率

人人
62

494
公営企業等会計計

△ 22,588 12.9

557 554

総費用に占める純損益又は
実質収支

　　　　　　Ｂ／ＡＢ　

千円

451,844

総費用に占める

（参考）平成２1年度の

％
Ａ  

人

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
　　計　　Ｂ期末・勤勉手当

　　　　千円

45,88710,768

42

73

495

34

31歳

～

人
35歳

人
28

43歳

～

39歳

～

535

54

548

535177

5,736

一人当たり給与費

一人当たり

千円
給与費 　　B/A

6,443
千円

（参考）全国市町村の

　　　　　千円
給　 料

527

20年

315
86

101
516

消防
普通会計計

102
93

103

21年

310
84

101102

331 311
68 (△ 26.9%)

(△ 8.9%)

の増減数（率）
過去5年間

22年

311
81

～

23年

(0.0%)

(△ 8.1%)

0
△ 47
△ 2

△ 25
△ 20 (△ 6.0%)

(△ 1.9%)

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比
（Ｈ１８．４．1)

%
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②②②② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円

円 円

円 円

1 基本給は、給料のほか、扶養手当及び地域手当を含む。

2 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③③③③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成２２年度支給割合） （平成２２年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2%～20%加算） （2%～20%加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　無　　　　　　　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　　　無　　　　　　　　　　）

退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２２年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ 地域手当（平成２３年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

1.35

愛西市（一般行政職）

愛西市

1,346

（注）

手当の名称

2.60 1.35

45歳6月

（注）

１人当たり平均支給額（２２年度）

支給実績（平成２２年度決算）

2.60

主な支給対象職員

　　　　　　区　　分

愛西市（水道事業）

職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算） 198

職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算） 248

支給実績（平成２１年度決算） 1,389

支給実績（平成２２年度決算） 1,735

該当なし

（注）

事 業 者

0支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

0

3

支給率

3

923支給実績（平成２２年度決算）

主な支給対象業務

一般行政職の制度（支給率）

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２２年度） 0.0

手当の種類（手当数）

全地域

115,396

8

支給対象職員数

43歳5月

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

1.45 0.65

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

勧奨・定年・死亡

支給対象地域

平均月収額

488,279

331,131

41歳6月

基本給平　均　年　齢

1,387

362,100

322,925

愛西市（一般行政職）

535,892

508,923

１人当たり平均支給額（２２年度）

23.50

勧奨・定年・死亡

30.5523.50 30.55

41.34

愛　　西　　市 愛　　西　　市（一般行政職）

0.65

（注）

1.45

59.28

47.50 59.28 47.50 59.28

１人当たり平均支給額 0 千円 0 24,973 千円千円 １人当たり平均支給額 10,399 千円

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

59.28 59.28 59.28

33.50 41.34 33.50

8



カ その他の手当（平成２３年４月１日現在）  

部長職

次長職

一般行政 一般行政

職の制度 職の制度と

支給実績 支給職員１人当たり

（平成２２年度決算） 平均支給年額

との異同 異なる内容 （平成２２年度決算）

手　当　名 内容及び支給単価

扶養手当

月額 配偶者：13,000円

同じ ―
配偶者以外：6,500円

1人目（配偶者なし）：11,000円

特定期間の加算：5,000円

1,968 千円 281,143 円

円住居手当

自ら居住住宅を借り受ける場合

同じ ―

・家賃23,000円以下

家賃額－12,000円

・家賃23,000円超55,000円未満

(家賃額－23,000円)×1/2+11,000円

・家賃55,000円以上　27,000円

・55～60km　　23,600円

288 千円 288,000

単身赴任手当支給職員で、配偶者あ

同じ

るいは子が居住住宅を借り受ける場合

上記算出額の１／２

・25～30km　　13,700円

・運賃相当額(55,000円上限)

通勤手当

交通機関等の使用常例者

・30～35km　　16,100円

・35～40km　　18,500円

・40～45km　　20,900円

・45～50km　　21,800円

・50～55km　　22,700円

・10～15km　　  6,500円

・15～20km　　  8,900円

・20～25km　　11,300円

自動車等使用者

・ 2～ 5km　　   2,000円

・ 5～10km　　   4,100円

千円

137,700円

― 745

66,500円

課長職(6級)　 62,300円 744,795

・60km～    　　24,500円

管理職手当

79,700円

同じ

50,100― 401 千円

診療所長(医療職)　

課長(5級)・主幹職 59,500円

円

円

9


